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　１９６９年以来の数次にわたる自由化措置により進展した経済の国際化，企業の多国籍化に伴い ，

内国の課税権が外国子会社の国外源泉所得に及ばないことに着目した企業は，より有利な税制の

国に子会社を設立し，そこに所得を留保するという ，国際的租税回避を行うようになっ た。 子会

社を設立する国にはタ ソクス ・ヘイフン（般的に非課税又は低税率の適用）が選ぱれ，そこで

の企業の租税戦略は，課税面での果たす役割に着目すると次の３点である。¢タ ックス ・ヘイブ

ン子会社に投資活動を行わせ，その所得を留保させる（対象国は利子 ・配当等について優遇税制

を持つオランタ ・スイス等），　タ ソクス ・ヘイフンにいわゆるトンネル会社を設立し，事業利

益の一部を留保させる（対象国は直接税の存在しないバハマ，ケイマン，バミューダ等），　タ

ヅクス ・ヘイフンに保険会社等を設立し，自社の事業経費控除を作りだすとともにその対価を当

該子会社に留保させる。こうした租税回避行為に直接対抗するものとして導入された制度がタ ソ

クス ・ヘイブン対策税制である。このタ ックス ・ヘイブン対策税制は，自国の課税の公平の確保 ，

税収の確保という観点から，どの程度他国に課税権を及ぼすかに直接関わる問題であり ，そして

二一世紀に向け益々進展し，複雑化するであろう国際化の中で，より重要な意味をもつものと考

えられる 。

　日本のタ ックス ・ヘイブン対策税制は租税特別措置法第６６条の６～９ ，第４０条の４～６に規定

されている。これは，日本の株主によっ て支配（株式等の５０％超保有）されている軽課税国等

（税率２５％以下）に設立された外国子会社（特定外国子会社等）に留保された所得は，特定外国

子会社等の持株割合に応じてその株主（当該特定外国子会社等の事業年度終了日に当該特定外国

子会社等の株式等の５％以上を保有）の所得に合算して課税するものである。この場合，特定外

国子会社等が経済的合理性がある場合は，合算対象とはならない適用除外規定が設けられている 。

そして，内国法人等に合算される所得は，当該特定外国子会社等の事業年度終了の翌日から２カ

月を経過する日を含む当該内国法人等の各事業年度の金額に合算されることになっ ている。なお ，

この適用により生じる当該所得の国際的二重課税部分は外国税額控除の適用をうける。また，特

定外国子会社等の株主は，当該特定外国子会社等の貸借対照表及び損益計算表その他大蔵省令で

定める書類を確定申告書に添付しなければならず，また当該特定外国子会社等が適用除外の対象

になる場合には，それを明らかにする書類その他の資料を確定申告書に添付し，保存しなけれは

ならない 。

　タ ックス ・ヘイブン対策税制は，日本の法人税制の中で，タ ックス ・ヘイブン所得を経常的に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　学位論文審査報告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７５

課税すべき部分とそうでない部分に峻別し，できる限り適正な課税によっ て法人間の公平，国庫

の正当な課税権の行使，投資資金の効率的配分の実現を図るものでなくてはならない。しかし ，

課税の要件を明確化し，執行面でも安定性 ・簡便性を確保することをかなり重視して導入された

日本の制度は，現在の複雑な租税回避に対処するにあたり様々な問題と直面している 。

　第１の問題は，租税回避を¢軽課税国等（税率２５％以下）に存在する　法人により判断するこ

とにある。「軽課税国等」は執行の簡便性 ・安定性から，１９９２年までは大蔵大臣による指定方式

を採用していたが，指定漏れが後を絶たず，課税上の不公平が生じ廃止され，以後軽課税国等は

日本の実効税率の５０％以下の国 ・地域が対象とされている。日本では，軽課税国等に該当しなけ

れば制度の対象とならず，その判定基準が重要であるが，高税率国の優遇税制等を利用した現在

の租税回避に対処するには，軽課税国等の判定基準が日本の実効税率の５０％以下では低すぎる

（イギリスでは実効税率の７５％，フランスでは実効税率の６６ ．７％，合衆国では連邦税の最高税率

の９０％弱）。 さらに，軽課税国等の指定方式廃止にともない，軽課税国等の税率計算の複雑化 ，

毎期の税負担割合計算の必要により ，この点に関しては執行の安定性 ・簡便性と対立する面を持

つことになっ た。 また，「法人」については，主たる事業により業者業種を判定されており ，こ

れは極めて雑把な把握につながる（後述参照）

　第２の問題は，正常な海外投資活動を阻害しないための適用除外規定（Ｏ実態基準，　管理支

配基準，　非関運者基準又は所在地基準）を法人により判定することにある。適用除外要件は本

来， 互いに影響を受けながら真正な事業活動を総合的に判断することが要求されているが，適用

除外要件を法人により判定し，現在の複雑な租税回避形態に対処しているので，適用除外要件は

それぞれ個別に判断され（東京地裁判旨から分析），課税の繰り延べが許容されるものまで否定

することにつながっている反面，とちらかといえは形式的な判断テストであるので，多国籍企業

においては機械的に回避しうるおそれがある 。

　第３の問題は二特定外国子会社等のすべての所得を株主に合算課税することにある。特定外国

子会社等の所得は，その源泉（種類）に関係なく内国株主に合算される。その結果，適用除外特

定外国子会社等がその地での課税面の優遇措置に着目し，副次的事業としてパソ シフ所得（利息 ，

キャピタルゲイン等）を稼得しても ，当該所得は本来の性質からは合算課税が行われるべきであ

るにもかかわらず，合算課税は行われず，一方，適用除外要件を満たせない特定外国子会社等の

所得は，本来の事業活動から生じた所得であ っても合算課税の対象となる 。

　第４の問題は，株主に合算課税される特定外国子会社等の所得は，事業年度終了日における持

株割合によることにある。年度末の特定外国子会社等の株式等の持株により納税義務者を判断す

ることは，租税の公平を害することになる。つまり ，同じ期間株式を保有しているにも関わらず

年度末に保有している場合のみ課税対象となるし，また，事業年度末に株式を売却し，その後に

再取得することにより ，この課税を回避することも可能となる（合衆国では，当該外国法人が連

続して３０日以上被支配外国法人に該当している日に株王であるものが適用対象者となり ，株式の

保有期間割合により合算課税される）。

　日本の制度は執行の簡便性を重視することにより ，他国と比較すると画一的に租税回避が防止

され，極めて緩やかで寛大になっ ている。またこの制度から生じる税収が税務行政上の負担に比

べ小さいことが指摘されている。それらの裏には合算対象である所得が正確に把握されていない
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という事実があり ，そのため，特定外国子会社等のテインティット（汚い，悪な）活動に対して

的確にその所得を把握し，直観的に課税の繰り延べを許容することができない特定所得のみを取

り出して合算課税する必要がある。それは，所得の源泉を把握しなければならず，課税庁あるい

は納税者の負担が重くなる，法規性を複雑化するといわれている。しかし，コンピューターの普

及により事務処理の負担も幾分軽く ，確定申告時に特定外国子会社等の貸借対照表，損益計算書

等の添付により ，所得源泉についても明らかにされていなければならず，また制度の改正により ，

日本の法規制も複雑化しつつあることを考えるとどのくらいのものかは疑わしい 。

　さらに，このような合算課税を確実に行うためには，タ ックス ・ヘイブンでの企業活動につい

ての情報入手が必要である。これについては基本的には納税義務者の納税協力に期待するしかな

く， 現行法においても各種資料の提出義務はあるものの，その範囲も狭く ，罰則規定もない。こ

のことについても検討する余地があろう 。
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現行事業税の問題点と外形標準課税化の必要性

　　　地方消費税との異質性に関する考察

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生高島利明

第一章　地方分権と地方税改革

第二章　事業税外形標準課税について

第三章　地方消費税議論の整理

第四章　事業税外形標準課税と地方消費税との異質性

　本稿は，２１世紀に向けた地方分権 ・地方自治の強化の１方策としての地方税源の強化に資する

税制改革の主要論点の一つとして，現行都道府県税収において住民税とならぶ基幹税である事業

税の問題点を検討し，その外形標準課税への改革の必要性を論証しようとするものである 。

　地方税は，地方収入の約３４％を占めているため，地方政府において重要な財源とされている 。

その中でも事業税収額は４兆４９４４億円（法人　４兆２０２９億円　個人２９１５億円）であり ，都道府県

税収（１３兆６０７９億円）の３３％を占めている（平成６年度）ことから，事業税は都道府県税収の基

幹として重要な位置にある 。

　現行事業税は法人及ひ個人の行う事業に対し，事務所又は事業所所在の道府県において，その

法人又は個人に課するものである（地方税法７２条１項）。 また，課税根拠を行政サービスヘの対

価に求めていることから応益原則に立脚した税種である。こうした事業税の性格から，法人の行

う特定事業（電気 ・カス供給業，生命 ・損害保険業）に対しては，課税標準は収入金額によると

され（法７２条の１２），またそれらの特定事業，以外の事業についても ，事業の状況に応じ，外形

基準を課税標準とすることができる（法７２条の１９）。 ただ，一般的には所得を課税標準としてい

る（法７２条の１２）。 税率は，適用区分に応じて標準税率が定められているが（法７２条の２２），財政

上特別の必要が認められる場合，各都道府県の条令によっ て税率を変えることができる。ただ ，

標準税率の１１倍までに制限されている（法７２条の２２ ・８項）。 また，事業税は道府県税であるた

め， ２以上の道府県税にまたがって事業を行う場合，関係道府県税で課税権が競合する。このた

め， 課税標準を一定の基準により分割し，関係道府県に配分されている（法７２条の４８）。

　こうした制度のもとで様々な問題が生じている。第１に，応益原則に基づいた課税が行われて

いない点である。事業税は応益原則に基づくものとされていることから，企業が事業活動を行う

にあたり ，受ける行政サービスの程度に応じて税負担が求められる。しかし，現行の所得基準で

は， 赤字法人も行政サービスを受けているはずであるが税を負担していないことや，子会社化に

より ，子会社の所在地では税収が減少するという現象から，事業税の性格に沿った課税が行われ

ていない。第２に，課税標準が国税法人税 ・所得税と同一であるため，国税の影響を受けやすい

点である。これは国税の租税特別措置関係のものが地方税においても準用されるため，地方独立

税としての機能が失われている。第３に，事業税は物税と観念されているが，課税標準が所得で

あるため人税的性格を有することとなっ た点である。この結果，事業税は物税であるので法人

税・ 所得税の所得計算においてその税額が経費または損金に算入されている制度に矛盾が生じる
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こととなる 。

　こうした制度上の問題から派生して，税収面においても問題が生じている。それは，課税標準

が所得であるために，経済の変動に応じて税収額も変動してしまい不安定であり ，経済力のある

地域に税収が偏ってしまうのである 。

　事業税が抱える問題点の最大の原因は，課税標準を所得にしていることにある。これにより事

業税の性格が不明確なものになっ ている。応益課税という事業税の性格から，行政サービスの受

益の程度を表す基準が必要になるが，これを明確に測定するのは不可能である。そこで，行政サ

ーピスから受ける受益と一定の相関関係にある事業の活動規模を表すものが課税標準とされるべ

きである。それを的確に表すものとして所得型付加価値があげられる。この所得型付加価値を課

税標準とすることにより ，事業税の性格から生じる問題点も ，税収面における問題点も解決され

る。

　こうした外形標準課税問題の議論は地方消費税との関係についても議論されている 。

　地方消費税は，現行の消費譲与税を道府県税に組み換え，地方に　般的な消費課税を導入して

不安定な都道府県の税収構造を是正しようとするものである。しかし，その導入の是非をめぐっ

て， 多段階型付加価値税を地方税として仕組んだ場合，税収の帰属地と消費地とが不一致となる

ため，消費税の本質に反するという意見と，消費者が購入する商品には各流通段階における各地

方団体の行政サービスが寄与しているので税収の帰属地と消費地が不一致となることは合理的と

する意見が対立した。導入されることとな った地方消費税は，各都道府県に納められた地方消費

税額について国が徴収し、消費に関連した基準により配分されることとなっ た。 これにより ，国

税消費税の性格との整合性を図るとした 。

　このように地方消費税は国税消費税を則提としているため，納税義務者は企業であるが，最終

的に税の負担者は消費者となり ，課税標準は消費型付加価値である。このことにより ，事業税に

おける外形標準課税の導入は，その負担が当該事業の製品を購入する消費者に転嫁され，最終負

担は事実上，消費者に帰属する面から，また課税標準がともに付加価値としている面からも性格

上共通するものであるという議論が存在する 。

　しかし，外形標準課税に基づいた事業税は，制度上　転嫁が予定されていないことから直接的

には事業者が税負担者となり ，納税義務者と税負担者とが一致する。地方消費税は，企業が制度

的に認められた転嫁システムを利用することにより ，直接的な税負担者は消費者となる。納税義

務者である事業者は消費者の代わりに税を支払っているに過ぎず，納税義務者と税負担者とが一

致していない。また，課税標準についても，設備投資を行った場合，所得型付加価値は減価償却

費のみを控除するのに対し，消費型付加価値はその全額が控除される。このことは，所得型付加

価値は事業の活動規模に応じて算定されていくが，消費型付加価値は取引された事実に対して算

定されるものである 。

　よっ て， 外形標準課税に基づいた事業税は企業の活動規模に応じて課税され，事業者が税負担

者となるため直接税としての企業課税であり ，地方消費税は取引規模に応じて課税され，消費者

が税負担者となるため間接税としての消費課税である。よっ て両税は本質的には異なるものであ

る。

　事業税における外形基準の議論は，少なくとも ，地方消費税との議論とは切り離して議論され
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るべきである。ただ事業税の課税標準のすべてを外形基準に改めることとすれは，税負担の大幅

な変動が生じるために，長年，外形標準課税問題が議論されてきたにもかかわらず現在に至 って

も導入されていない。しかし，この変動は外形標準課税の導入自体が必然的にもたらす結果であ

って，新しい課税標準の導入そのもののメリットに他ならない。この変動を欠点とみるのであれ

ぱ， 課税標準の変更自体が否定されるはずである 。よっ て， 事業税の根本的問題を解決できる唯

一の手段である事業税の外形基準化は，もはや先送りされるべきでない 。
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外国税額控除制度の変遷と間題点

　　　国別限度額方式への移行を検討する

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生濱本美保

　本稿の内容は，第１章　外国税額控除制度の経緯と概要，第２章　昭和６３年１２月抜本改正に至

った背景，第３章　日本における現状の外国税額控除制度の問題点，第４章　今後の制度のあり

方である 。

　近年，経済の国際化により ，国際的二重課税問題や多国籍企業や巨大企業による租税回避問題

が生じている。二重課税排除の方法として，ＯＥＣＤモデル条約では外国所得免除方式と外国税

額控除方式を規定している。資本輸出中立性を重視し，わが国では１９５３年に，アメリカでは１９１８

年に外国税額控除制度が創設された。これに対し，外国所得免除方式による二重課税の排除は資

本輸入の中立性の点で優れている。同一居住地国の公平性 ・中立性と同一源泉地国の公平性 ・中

立性を同時に満たすことは通常不可能であるが，わが国が世界有数の資本輸出国であることから ，

資本輸出の中立性を重視し外国税額控除方式を採用することは妥当である 。

　わが国の外国税額控除制度は，昭和３０年代後半以降わが国企業の海外経済活動の進行を図ると

いう政策的要請の下で整備されたものを基本的には維持してきたものであ った。わが国の制度を

大別すると ，（１）直接税額控除制度，（２）間接税額控除制度，（３）みなし外国税額控除制度，（４）タ ック

ス・ ヘイブン対策税制の適用を受ける場合の外国税額控除制度の４つに分けられるが，これらの

基本的原形は（１）の直接税額控除制度である。その概要は，¢控除の対象となる外国税額は「外国

法人税」であれは，その全額が控除対象とされ（法人税法６９¢），　控除限度額は，全世界所得

に対するわが国の算出法人税額に，全世界所得に占めるすべての外国での国外所得の割合を乗じ

て計算し，控除対象となる外国税のすべてをこの限度額の範囲内で控除するという ，純粋な形で

の一括限度額方式であり（法人税法施行令１４２¢），　繰越制度については，控除余裕額及び控除

限度超過額の双方について，それぞれ５年問の繰越が認められており（法人税法６９　　），企業

に相当有利な制度となっ ていた。例えば，税率８０％のＡ国の所得が１００万円，税率２０％のＢ国の

所得が１００万円，税率５０％のわが国の所得も１００万円あるとする。この場合，全世界所得に対する

税は，１５０万円となる。一方，外国で納付されるべき税は，１００万円となる。Ａ国で課された外国

税の二重課税部分は，５０万円のみであり ，この５０万円のみが控除されれはよいと思われる。しか

し， 自国よりも税率の低い所得を稼得することにより ，Ａ国で稼得した税率の高い所得との平均

化がなされ，二重課税が生じていない３０万円まで控除されてしまうこととなる。このため，○外

国で課税されていない国外所得により創出される控除余裕枠を利用して，わが国の実効税率を超

える高率で課された外国税まで控除されてしまうこと，　高税率で課されている外国の租税を控

除できるようにするため，企業が控除枠の創出を目的とした投資行動をとる誘因となること ，ま

た， 　控除限度額を計算するためには，収入及び費用を国内 ・国外に適正に配分し国外所得を計

算する必要があるが，いわゆるソース ・ルールの便宜性あるいは恋意性により ，国外所得を

１００％と算定し，巨額な利潤をあげながらわが国に全く法人税を納めていない（あるいはきわめ

て少ない金額しか納めていない）大企業が出現するといっ た問題が生じ，資本輸出の中立性が確

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４）
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保されているとは言い難いものであ った。そこで，このような問題に対処するため昭和６３年１２月

（１９８８年）に抜本改正が行われた
。

　この抜本改正の内容は，¢控除限度額の計算上，国外所得から外国で非課税とされる所得の２

分の１（平成４年から３分の２）を除外し，　国外所得割合が著しく高い法人については控除限

度額の計算上，国外所得割合を原則として９０％に制限し，　控除対象となる外国法人税額の範囲

において，外国の租税のうち所得に対する負担割合が局率であるもの（５０％を超える率で課され

る税等）についてその一部を控除対象とする外国法人税額から除外し，　控除枠の繰越期問を５

年から３年に短縮する，等である。しかし，この抜本改正は，基本的に一括限度額方式を維持し

つつ，彼我流用問題に対してより簡便な方法で解決しようとしたものであ ったため，根本的な問

題の解決に至っていないと思われる 。

　また，抜本改正で取り上けられなかったが，控除対象となる外国法人税の範囲をめくる問題も

ある。外国法人税の範囲については，法人税法第６９条第１項，具体的には法人税法施行令第１４１

条に規定されている。しかし，¢所得以外の収入金額等の外形標準で課税する税まで含めた広い

範囲になっ ていたり ，　わが国においては，アメリカ税法のように所得の源泉など課税の要件に

ついて合理的な基準が要求されないこと ，等の理由により ，外国法人税の内容が拡大されすきて

いるとともに不明確な点が多いため，外国法人税の概念や範囲を拡大解釈し，乱用されている恐

れが大いにある 。

　制度本来の趣旨を超えた税額控除を許容することは，資本輸出の中立性を阻害すると同時に ，

「税金の海外流出」をも誘発し，必要以上に税源の海外流出を引き起こし，国家財政の空洞化の

危機を招きかねないと懸念される 。

　このような控除枠の彼我流用問題はそもそも限度額の計算方法として，一括限度額方式を採用

しているということから生じるものである。そこで，彼我流用問題を根本的に解決するため，ア

メリカのハスケ ソト方式又は，国別限度額方式への移行を図るべきであると思われる 。

　アメリカのバスケ ット方式は，所得を９バスケ ットに分け，バスケ ット中で控除限度額を算定

することにより ，異なっ たバスケ ット問での控除余裕額と限度超過額の彼我流用を阻止している 。

しかし，通常の事業所得はその他の所得類型というバスケ ットに入ってしまい，高税率と低税率

の問の彼我流用が行われてしまうことになる。また，この方式のように細かくバスケ ットを設定

することは非常に煩雑で手問のかかることであり ，一括限度額計算の利点とされている控除限度

額計算の簡便さが失われているように思われる 。

　これに対し，国別限度額方式は各源泉地国ごとに限度額を計算するため，彼我流用を根本的に

解決することができる。しかし，この方式においても限度額計算の複雑さが企業に過重な負担を

もたらすということが問題とされるが，今後の情報化社会の発展により複雑な事務処理もある程

度は軽減されると思われる。また，そのようなシステムを十分に構築する余裕のない中小企業に

対しては税務上の優遇措置を設けるなど，別途対応することも考えられよう 。

　このようなことから，今後のグローハル化時代において，外国税額控除制度本来の二重課税排

除と資本輸出の中立性を確保した上で，企業の海外活動の促進とわが国における税収入とのバラ

ンスを考えると，国別限度額方式を採用することが妥当であろう 。
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移転価格税制の将来と事訓確認制度 ・ＡＰＡ

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生山田善紀

第Ｉ章　経済のグローバル化と移転価格税制

第皿章　日本の移転価格税制と不確実性の拡大

第皿章　移転価格税制の将来と事前確認制度 ・ＡＰＡ

　現代のような国際化時代において，移転価格税制は，多国籍企業の国際的租税回避を防止する

税制として，タ ックス ・ヘイブン対策税制と相まっ て， 重要な役割を果たすとともに，グローバ

ルな経済活動により複数国にわた って生ずる所得（課税べ一ス）を国家問に配分する重要な役割

を担っている 。

　日本の移転価格税制は，適正は国際課税を実現するため，昭和６１年（１９８６）の税制改正におい

て租税特別措置法第６６条の４「国外関連者との取引にかかる課税の特例」として規定された。そ

の制度の概要は，法人が，国外関違者との問での取引につき ，当該国外関連者から支払を受ける

対価の額が独↓企業問価格に満たないとき，または当該支払対価の額が独立企業問価格を超える

ときに，当該国外関連取引は独立企業問価格で行われたものとみなし，課税所得を計算するとい

う制度である。国外関連取引を行った場合，法人には必要な資料を税務当局に提出する等の特別

の義務が課せられており ，税務当局には税務調査を行うにあたり特別の権限が認められている 。

移転価格税制の適用をうけ税額が更正もしくは決定されると，それに伴う延滞税及ぴ還付加算金

が課せられ，地方税についても還付または加算金が課せられる。さらに二重課税が生じた場合に

は， 納税者の申請により ，租税条約に基づく相互協議が行なわれ，合意に達した場合には対応的

調整を行うことになる 。

　移転価格税制は，移転価格の独立企業間価格からの乖離が問題となるので，いかにして独立企

業問価格を算定するのかが最大の問題となる。独立企業間価格とはｒ同一または類似の状況にお

ける非関連者との独立の取引において支払われるであろう金額」と定義される。その前提として ，

関係企業グルー プに属する企業であ っても各自が独立企業として取引を行うといういわゆる独立

会計の原則を仮定している。しかしこの則提は，関係グループ内で取引費用が節滅されたり ，規

模の経済が働いたりする場合，何の機能も果たさないなど，理論的に多くの矛盾を抱えており ，

独立企業間価格は不確実性要因を内在している 。

　最近，この独立企業間価格基準に内在している不確実性要因が，顕在化してきている。そのた

め課税権の重複，税額確定の不確実性が増し，企業の経済活動を大きくゆがめてきている。不確

実性要因が顕在化してきている主な原因の一つは，最近の経済のサービス化による無体資産の増

加である。日本において，独立企業問価格は，「独立価格比準法」「再販売価格基準法」「原価基

準法」という基本３方法と ，それが適用できなかった場合に適用する「その他の方法」で算定さ

れている。しかし近年，他と比較できない取引が増えてきたため，基本３方法の適用可能なケー

スは現実にはそれほど存在しなくなっ てきており ，算定された独止企業間価格に客観性が乏しく

なっ てきている。もう一つ見逃せない原因は，近年の在米日本企業の課税強化の動きである 。
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ＩＲＳ（内国歳入庁）は，米国の財政赤字解決のための財源確保と日本企業の納税額が少ないこと

を理由に，移転価格税制に目を向け，「その他の方法」の多様化，移転価格の法規の強化，ペナ

ルティーの強化をするとともに，日本企業の算定した独立企業問価格を否認してきたのである 。

　さらに，事後的救済手段である相互協議が行われても ，決裂または部分的な合意に留まるもの

が出てきており ，企業は，ある所得について米国に追徴課税されたうえ，日本からその分還付し

てもらえないため，企業に二重課税が生じるという事態が頻繁に起こっ ている。このように企業

の救済が不完全となるのは，ただでさえ税収不足に悩む税務当局は，還付額が大きく地方税還付

など影響が大きい事後の相互協議において，慎重な姿勢をとるからである 。

　企業が，独立企業問価格を正しく予測できない以上，独立企業問基準は，資源配分の観点から

も， 社会的に大きな弊害をもたらすことになる。もし，企業が独立企業問価格について正しく予

測できるのであれば，投資計画や生産 ・消費計画を変更する必要はほとんどなく ，独立企業間価

格自体が不確実性を拡大することで資源配分を掩乱することはないであろう 。しかし，独且企業

問価格の算定の複雑化は，企業の将来の予測を困難にし，企業の抱く将来経済活動に対する不確

実性を拡大させている 。

　政府税制調査会の法人課税小委員会の報告書（１９９６ ．１１．２６）では「法人課税については，我が

国産業の国際競争力が維持され，企業活力が十分発揮できるよう ，産業間 ・企業間で中立的で経

済活動に対する歪みをできる限り少なくするような方向で，本格的に見直す必要がある」として

いる。この方針に従えば，移転価格税制についても ，経済活動に対する歪みができる限り少なく

するための手段を講じる必要がある 。

　そこで，独立企業問価格の税額確定の不確実性をできる限り少なくし，移転価格税制の円滑な

運用を行うための制度として現在最も注目を集めているものとして事前確認制度 ・ＡＰＡ

（ａｄｖａｎｃｅ　ｐｒ１ｃｍｇ　ａｇｒｅｅｍｅｎｔ）がある。日本における事前確認制度とは事前に独立企業問価格の

算定方法等について税務当局に確認する制度であり ，米国におけるＡＰＡとは，内国歳入法第

４８２条の独立企業問基準に合致しているかどうかをテストするための移転価格算定方法に関する

納税者とＩＲＳとの問の契約である 。

　しかし，米国のＡＰＡと比較すると ，現在の日本の事前確認制度には問題がいくつかある。そ

れは日本の事前確認制度は，個別通達レベルで行われているので厳密な意味では法的拘束力がな

いことや，移転価格設定方法に関してその方法の確認を行うのみで，結果に関しての確認あるい

は合意はないことなどである。そのため，日本の事前確認制度は，将来の不確実性を減少させる

効果の点でも ，二重課税の防止をより効果的に行うという点でも ，米国のＡＰＡに比べて弱いの

である 。

　この原因は，日本の現行の制度は，確定決算主義をとっ ているので，税額確定に関しても保守

的にならざるを得なく ，事前確認制度も保守的にならざるを得ないからである。つまり ，事前に

確認したことが法的拘束力を持つように改善するには，事業年度終了前に税額を確定させる必要

があり ，それは税務上は確定決算主義を放棄し，税務上の損益と財務諸表上の損益を全く切り離

すことを意味する。これは，日本の現行制度の枠組みを根本的に改善することになり ，かなり困

難な問題である 。

　さらに，現在の事前確認制度を一国で確認を受けると自動的に取引相手国でも確認が保証され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８９）
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るように改善する必要がある。企業の二重課税をなくすには，事後より事前の方が望ましいもの

であ っても ，事前の相互協議で決裂した場合には同一所得に二国が課税権を行使し，やはり二重

課税が起こっ てしまうからである 。

　したがって，仲裁制度なとをつくり相互協議を必ず成五させるような国際的な枠組みの構築や ，

企業が活動を行っているそれぞれの国々で最低限求められている程度の税額を納めることなど企

業の社会的責任を果たすルールの作成などが必要となる。この点については今後の検討課題とし

たい 。
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　　的アプローチ）」国際税務　１９９６．３

ＫＰＭＧピートマークウィットＬＬＰ「移転価格税税をめぐる日米比較一制度 ・調査 ・事前確認を中心に一
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　　第二回移転価格調査一」国際税務 ｖｏ１．１６Ｎｏ． １２

里田東彦ｒ米国における外資系への課税強化」財経詳報　１９９０５
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片山さつき「本格的に動き出した米国の事前確認制度」国際税務　１９９１ ．５

五味雄治「最近の移転価格税制の諸問題　米国の事前確認制度等と日本企業への影響」ＪＩＣＰＡジャーナ
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租税事務局「米国の移転価格最終規則に対する反応について」租税研究　１９９４ ．９

租研事務局「事前確認（Ａ．Ｐ．Ａ）制度の本格思考に当た って一手続き ，効果及び留意点等一」租税研究
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租研事務局「米国の事前確認制度利用の特質」租税研究　１９９５１０

租税事務局「米国における事前確認制度一成功を収めている現状と今後の見通し」租税研究　１９９４ ．６

租税事務局「米国の国際課税における当面の課題」租税研究　１９９４．３
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　　の展開」企業会計　１９８６

富岡幸雄「激化する在米日系企業下の徴税強化の動向と米国政府に対する警告一『移転価格税制』の濫用
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浜中秀一郎「１９９５年における国際課税問題の展望」国際税務　１９９５ ．１

八田陽子「米国における最近の移転価格調査の現状と対応策」国際税務　１９９４．８

八田洋子「課税強化の矢面に立つ日経企業一クリントン政権は外資系からに税収増に取り組む一」世界週

　　報　１９９３ ．１

平石雄一郎「移転価格課税問題の状況一コストシェアリング及びＡＰＡについてＡＴＩの大会報告」租税

　　研究　１９９４ ．３

氷見野良三「移転価格税制に関するＯＥＣＤ新ガイドライン案と米国４８２条最終規則に対する反応につい

　　て」租税研究　１９９４ ．９
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宮武敏夫「国際租税の最近の動向」租税研究　１９９４．１２

Ｍｓ　Ｒｅｇｍａ　Ｍ　Ｄｅａｎｅｈａｎ「米国における移転価格課税及ぴ事前確認制度について」租税研究　１９９１５
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工業化段階における開発金融諸制度 ・諸政策の展開

　　　　日本 ・韓国 ・台湾の比較研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経済学研究科二回生Ｍｏ１ｎａｒ　Ｍａｒｇｌｔ

　日本，韓国と台湾の経済発展は欧米型工業化と異なっ たという共通性をもつと同時に各国 ・地

域ごとの制度的仕組みには相違点が多い。本稿はこういう共通点と相違点を開発金融制度 ・政策

の面から見て分析し，単純に各国 ・地域の高度成長期を比較するのではなく ，各国 ・地域に共通

な工業化段階における諸制度 ・諸政策を考察することにあてられる 。

　日韓台の工業化過程における重要な共通点として「上からの成長」が指摘される。英米型工業

化と異なっ て， 工業化を引起こしたのは政府であ った。日韓台政府が共に工業化を進めるために

は金融制度に対してある程度の支配的な力を持つようになっ た。 金融システムは各国 ・地域の工

業化過程において工業化促進また産業育成の重要な手段とな った。日韓台で共に，銀行が貸金を

低金利で提供していて，選択された開発重点産業の急速な発展を可能にした。企業が借金を低金

利で得たため当然問接金融に頼っていた。これらは，欧米の１９世紀初頭，とくに米国の産業発展

期にみられた証券市場の発達による資金調達，およびドイッにおける金融資本を中心とした産業

のコンツェ ルン化による発展とは異なる発展の金融メカニズムとして作動したと言える 。

　日韓台の歴史 ・政治 ・経済的な背景および比較対象期間の設定が異なっ ているので開発金融制

度・ 政策はその内谷で相違点が多い。日韓台では「上からの成長」が行われたが，政府介入のや

り方は異なっ ていた。明治 ・大正の日本政府は経済力が強くなくて，選択された民問企業育成の

ため補助金を提供していた。韓国政府は軍事 ・経済的な力が強く ，経済計画を導入し選択的信用

割当による積極的な工業育成政策を行っていた。台湾の経済システムが比較的競争的であ ったが ，

大企業が国営で，民問企業に対しては財政刺激が行われた。日本 ・韓国政府は財閥系列を中心と

した産業の発展を促進し，民問企業への指導を行っていた。台湾にも国営 ・民営大企業が少数な

がら存在したが，台湾経済の活力の中心は中小企業であ った 。

　工業化過程における日韓台の金融制度は開発銀行制度および政府主導による証券市場の設立に

よっ て特徴づけられている。しかし銀行制度の所有制は国 ・地域によっ て異なっ ていた。つまり ，

銀行が韓国 ・台湾の場合において国有で，日本においてはほとんど民問であ った。日本の民間銀

行はある程度大蔵省の規制を受けたが，基本的に利益を目的として営業していた。韓国の国有銀

行は利益を重要な目的とせずに，選択された産業に貸出を低金利で提供することを優先していた 。

台湾の国有銀行も日本民間銀行と同じように，利益を重要な目的としたが，頭取は貸出に対して

個人的責任をもっ ていたため，リスクが小さい短期貸出を行うようになっ た。 にもかかわらず ，

戦略的な大企業が国有であ ったため必要な資金は政府から提供された。供給先導型の金融発展を

経験した日韓台では証券市場は共に未発達であ った。日本政府の金融制度に対する支配力が強く

なかったため，工業化過程には韓国 ・台湾より時問がかかった 。

　工業化のために大規模な投資が必要であるが，投資に必要な資金の全額は日韓台で共に国内貯

蓄だけで提供されえなかった。この生み出されたギャッ プの大きさは国 ・地域によっ て異なっ て

いた。投資 ・貯蓄ギャッ プを補填するためには各国 ・地域の政府が貯蓄を促進しようとする政策
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を導入した。日本は国内貯蓄を増加させるため，郵便貯金制度を導入し，租税面で主に地租に依

存し，外国貯蓄を増やすため賠償金また海外からの直接資金調達の形を採用したため，外国借

金・ 援助等の必要がなかった。こうした国内と外国貯蓄の組合せまた当時に採られていた金本位

制は物価の比較的安定をもたらした。それに対して，韓国 ・台湾では第二次大戦また朝鮮戦争か

らの復興に提供されたアメリカ援助は大きなインパクトを与えた。韓国 ・台湾で行われた土地改

革のため，日本のような地租に依存する可能性がなかった。さらに日本政府の要路者が土地をも

っていなかったというのは，日本の特徴である。韓国では国内貯蓄不足のため外国貯蓄（援助 ・

借金）は決定的な役割を果たしていた。投資 ・貯蓄ギャッ プが長期的に生じた結果激しいインフ

レを引起こした。台湾工業化過程の初期は，貯蓄不足のため外国援助が必要であ ったが，工業化

過程全体において私金融を大きなウエイトとして抱え込んだ貯蓄超過が生じた 。

　金利面では日本 ・韓国 ・台湾の重要は共通点は低金利政策である。日本の工業化過程において ，

横浜正金銀行，興業銀行，勧業銀行等の特殊金融機関は低金利で貸出を行っていたが，預金 ・貸

出金利は比較的自由であ った。なぜならは，金融機関の大部が民問で，その中に日本銀行も株式

会社であ ったため，第二次大戦後にみられたような大蔵省の規制は強くなかったと言える。それ

に対して，韓国朴大統領が金融制度を国有化して中央銀行を大蔵省に直属させたため政府は預

金・ 貸金金利を規制するようになっ た。 台湾政府は，１９５０年代のインフレ対策として採用された

高金利策を除いて
，１

工業化過程においては，一貫して低金利政策を採っていた。銀行が貸金を低

金利で提供したが，貸出条件が非常に厳しかったためそれを満足できなかった企業は非組織金融

市場で借金する他ならなかった 。

　日韓台の工業化過程におけるインフレの激しさは随分異なっ ていた。日本工業化過程の全体を

みると，物価上昇率は年平均２％であ って，韓国のそれは１５３％に達した。台湾はインフレ無し

の工業化を実現した 。

　本稿では日本 ・韓国 ・台湾の工業化過程における政府主導による金融開発過程と，それらの共

通点 ・相違点を検討した。日本 ・韓国 ・台湾が達したような急速な工業化を実施するには政府主

導による強力な組織化 ・制度化が不可欠である。歴史 ・政治 ・経済背景が異なっ ているので他の

途上国が模倣するのは難しいが，それらの経験から学ぶことはできるだろう 。
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